
第6回
こどものケアニーズに応じた支援検討委員会

早稲⽥⼤学 上⿅渡和宏

こどものケアニーズに応じた支援を行うため

乳児院・児童養護施設の在り方
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2025年〜５年間の都道府県社会的養育推進計画策定と実践

必要な予防的対応から

これからの社会的養育

子どものニーズに合わせる

家族維持・予防的対応

（家庭支援・子ども支援）

↓

↓
施設養護

すでにある社会的養護から

可能な予防的対応

施設養護

↓

↓
家族維持・予防的対応

家庭養育優先原則パーマネンシー保障

家庭養護 家庭養護
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安全だけでなく安⼼(アタッチメント)と希望(パーマネンシー)を
早期発⾒・介⼊のもっと⼿前、そもそも親が
そのような養育をせずに済むような取り組みは？

「親も助けて欲しかった」

早期発⾒・介⼊

早期発⾒・介⼊により安全確保のため家庭から
離された⼦どもはどう⽣きていくのか？
「いっしょに⽣きてくれる⼈」

後 親子分離した後の社会的養護

前 家族維持の予防的対応

親子分離

⼦どもといっ
しょに⽣き、親
を助ける⼈と、
それを⽀える⼈
やチーム

社
会
的
養
育
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「新しい社会的養育ビジョン」（35-36⾴）
代替養育を担う児童福祉施設の在り⽅（抜粋：⿊字部分）

施設から⾥親養育へ

施設養護におけるケアの個別
化を施設の中だけで実現しよ
うとするのではなく、施設が
フォスタリング機関事業を受
託し⾥親と養育チームとして
協働することにより、施設の
外の⾥親委託としてケアの個
別化を実現するような多機能
化や機能転換も進められるべ
きである。

同時にもっと⼿前の取り組みへ

最優先されるべき家庭維持等予防的介⼊として市
区町村の児童家庭⽀援拠点事業との連携や特定妊
婦の⽀援強化(親⼦ホームとしての機能付加も考え
られる)、さらに養⼦縁組機関との連携強化やその
実施機関となること等も今後の乳児院の多機能化
・機能転換として考えられる。

地域の現状を評価しながら、⼦どもの早期パーマ
ネンシー保障を第⼀に考え、各乳児院の多機能化
・機能転換や、他の関係機関等に必要とされる変
化について包括的に検討し、詳細な計画を⽴てた
うえでそれを実践する必要がある。
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施設⼊所でなければ提供できないケアとは何か？

虐待された⼦どもや障害のある⼦どもに対するア
セスメントや緊急⼀時保護等が考えられる。特に
乳幼児の⼀時保護におけるアセスメントは児童相
談所のみでは困難であり、現⾏資源の中では乳児
院が担う必要があるため、乳児及び実親と実家庭
に関するアセスメントを引き受けるアセスメント
センターとしての役割を担うことも考えられる。
アセスメントの⼀部は地域と連携して保健師や医
療機関との連携も視野に⾏われることが期待され
る。
また、⼦どもの早期の永続的解決（パーマネンシ
―保障）のため、特別養⼦縁組に移⾏すべきか、
実親への再統合の⽅向性を考えて、⼀時的な代替
養育を⾏うかを判断することが必要となる。⼀時
的な代替養育の場合は、⼦どもには適切な⾥親養
育、実家庭にはアセスメントに基づいた集中的な
治療やケアが⾏われ、親⼦関係構築のための⽀援
計画が⽴てられる必要がある。

乳児院の役割は乳児院だけでは変えられない。
地域にある他機関の役割や機能も変わる必要有。

地域の現状を評価しながら、⼦どもの早期パーマ
ネンシー保障を第⼀に考え、各乳児院の多機能化
・機能転換や、他の関係機関等に必要とされる変
化について包括的に検討し、詳細な計画を⽴てた
うえでそれを実践する必要がある。

また、このように多機能化・機能転換し地域にお
いて新たな役割を担う乳児院については名称変更
し、その後もその新たな役割を継続して担えるよ
うな仕組みを作らなければならない。

→乳幼児総合⽀援センター

代替養育を担う児童福祉施設の在り⽅（抜粋：⿊字部分）
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施設の多機能化・高機能化について

施設ケアが主に⼊所機能を意味していた頃の⾔葉として「施設の⾼機能化」は、⼊所機
能の⾼度化を⽰し、多機能化は⼊所機能以外の家庭⽀援や⾥親⽀援等を指していた。
その後、多機能化に積極的に取り組む「（新）施設」が現れてからは、このような「（新
）施設」にとっては、⼊所機能以外の取り組みも⾼機能化と捉えられるのではないか。

例えば、児童育成⽀援拠点事業などは本質的にこれまでの施設が24時間で担ってきた⼊
所機能に近く、⼣⽅学校から帰り、夜寝るまでの時間をできる限り個別性を⾼める形で実
施するものである。さらに家庭への送迎を通して、親へのアプローチ（施設による実親交
流の経験が⽣かされる）も含むものであり、「（新）施設」にとっては「⾼機能化」と⾔
ってもよいものと考えられる。

多機能化がさらに広まり、全国に乳幼児総合⽀援センターなどが増えると、新たな多機
能化は⾼機能化とも考えられる状況が増えてくるのではないか。今後、社会的養育推進計
画の実践が各地で進むと「（新）施設」が増えることもあり混乱がないよう「施設の⾼機
能化」という表現よりは、「⼊所機能の⾼度化」として具体的な検討を進める⽅が適切か
もしれない。 6



乳児院について （１）

⾃治体内に何カ所あるかによって、各乳児院の役割が変わってくる可能性がある。⼀つしかない
⾃治体もあれば複数ある⾃治体もある。例えば４つある⾃治体で、それぞれが乳幼児総合⽀援セン
ターとなった場合には、⼊所機能を必要としないセンターが出てくることも考えられる。
パーマネンシー保障と家庭養育優先原則をもとに、⼗分な家庭⽀援があっても親⼦分離し代替養

育が必要な乳幼児は家庭養護が原則。委託できる⾥親がいないという理由で施設⼊所が⻑期継続さ
れることは不可。受け⽫がなく施設⼊所となった場合も、短期間で家庭養護へ移⾏する必要がある
。重度の障害や病気、虐待やネグレクトの影響等により、⾥親での対応が困難な場合であっても、
できる限り委託に応じられる⾥親養育を準備する必要がある。

第5回委員会で、⾥親類型の⾒直し（案）として挙げた⽀援強化型養育⾥親では、⼩児科医や⺟
⼦訪問看護、⼼理治療施設（特に通所機能の活⽤）、障害児⼊所施設、家事⽀援等による⾥親⽀援
を組み合わせて、家庭養育可能な乳幼児の幅を広げることを第⼀に考えるべき。また、⾥親がこど
もと⼀緒にいる時間が必要な場合（期間）はその時間を確保する制度、休みや収⼊の保証なども乳
幼児の基本的ニーズを満たすためには必須と考えられる。
⽀援強化型養育⾥親でも対応困難な場合は、24時間体制で対応できる専⾨職⾥親として保育⼠や

看護師、⼼理⼠等の専⾨職が上記の⽀援強化されたチーム養育の中で委託する。例えば、施設職員
として専⾨職⾥親を担うような形も含めて検討。体制が整うまでの間や、そのような体制でも対応
困難な乳幼児がいる場合には、⾼度化された⼊所機能の限定的な活⽤も考えられる。
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そのようなレベルまで⼊所機能を⾼度化させた乳児院とはどのようなものか。乳幼児の基本的ケ
アニーズとして重要とされる安定したアタッチメント形成に必要な⼀貫した個別ケアを実現しつつ
、上記の養育⽀援強化型養育⾥親や専⾨職⾥親では提供できない専⾨的なケアを提供できる施設に
は、これまで以上に専⾨性を有する職員が相当数必要になると考えられる。デンマークで家庭養育
への移⾏が進む中、役割・機能を変化させながら残っていた乳児院が参考になる（2015年3⽉訪問
調査）。⼊所機能を⾼度化させた乳児院は、財政的な限界から受けられる⼦どもの数や期間は限ら
れ、そのような役割を担う施設も限定されていた。
これまで⽇本でも乳児院がこどものケアニーズに⼊所機能で応じるため、さらなる⼈員配置が必
要とされてきたが、どこまで充実すると、こどもの基本的ニーズと特別なニーズの両⽅に⼗分応え
られるか。上記の例も参考に具体的に検討し、財政的にも実現可能なものかどうか検討すべき。
この検討にあたっては、家庭養育優先原則にしたがって、どこまで⾥親養育を⾼度化できるかを
先に考える必要がある。その上で、そのような⾥親養育として（今ある⽔準ではなく）、⾥親養育
が可能な限り⾼度化した状況で,、なお必要とされる⼊所機能を想定する必要がある。
今ある⾥親養育では不安という理由で乳児院へ措置することは「こどもの最善の利益保障」とは
⾔えない。国として家庭養育優先原則を掲げ、⼊所機能以外の⽅法で⽬指すことのできる「最善」
の可能性がある中では、そのように諦めることはできない。もしも、こどものケアニーズを満たす
⼊所機能の実現が難しく（財政的にも）限定的にせざるを得ないと考えられるのであれば、実現可
能性のある⾥親養育の⾼度化に最⼤限取り組む必要がある。これは、家庭⽀援など予防的⽀援やこ
どものニーズを満たすのに必要で⼗分な⼊所機能の⾼機能化にもつながりうる。

乳児院について （２）

参考１

参考２8



県唯一の乳児院が乳幼児総合支援センターへ発展：どのように実現したのか（１）

⼤分県と⽇本財団が提携して2022年度より実施された家庭養育推進⾃治体モデル事業を早稲⽥⼤
学社会的養育研究所でサポート、フォローした。
⼤分県唯⼀の乳児院であった栄光園、「乳幼児総合⽀援センター栄光園」となり、⼤分は「乳児
院」と名乗る施設は無くなった。県内唯⼀の乳児院がこのように発展できたことは、 ⼤分県の乳
幼児社会的養護のあり⽅をそのまま反映しているとも⾔える。
⼤分でこのようなことが実現できたのは、乳児院だけでなく他の社会的養護資源の⼤きな変化が
あったことによると考えられる。例えば社会福祉法⼈清浄園の児童家庭⽀援センター和や陽は、こ
どもや保護者にとっての「社会的親」となり「家庭維持」を⽬指し、家庭では担うことが困難な部
分を、児家センが「補完」する取り組みを実施している。具体的には家庭⽀援事業（⾒守り⽀援、
ショートステイ、⼦育て世帯訪問⽀援、児童育成拠点）や⼦ども⾷堂・フードパントリー、⼦育て
教室、児相指導委託等実施し機能を発展させてきた。さらに⾒えてきた課題解決に向けて地域の「
キン（親族・知⼈・地域の⽀援者）」を活⽤した新たな在宅⽀援モデル構築に挑戦している。（
2026年2⽉の家庭養育推進⾃治体モデル事業報告会での清浄園提⽰資料参照）
また、NPO法⼈chiedsによる乳幼児短期緊急⾥親の実施によって、これまで乳児院でなければ不
可能と考えられていた夜間・休⽇を含めた乳幼児の緊急委託についても、新たな⾥親養育の仕組み
によって担えるようになっている。
このようにして最後の砦としての役割を乳児院が担う必要性（⼊所機能）が減少し、新たな役割
として、地域でまだ不⾜していた養⼦縁組⾥親⽀援や家庭への予防的な対応など、⼦どものパーマ
ネンシー保障にどう寄与するかという発想のもと機能を変えることができたと考えられる。 9



2026年2⽉の家庭養育推進⾃治体モデル事業報告会での栄光園提⽰資料によれば、乳幼児総合⽀
援センター栄光園には以下のような部⾨がある。

①⼊所⽀援部⾨（乳児院）
②養⼦縁組⾥親⽀援機関
③地域⽀援部⾨
④⼦育て⽀援部⾨
⑤こどもの居場所⽀援部⾨

そして、⼦育て短期⽀援事業(ショートステイ）を17市町と、親⼦ショートステイを17市町と、
産後ケア事業を15市町と契約予定。職員数も⼊所機能以外に関わる職員の⽅が多くなっている。

乳児院の役割の変化、発展は乳児院⾃体が⽬指さないと始まらないが、それだけでは成し遂げら
れない。その地域でともに社会的養護や社会的養育を担っている/担おうとしている関係者、児童
相談所なども含めて、⽬標を共有しそれぞれの役割を担うべく変わらないと実現しない。
地域全体の社会的養育の⽔準が⾼まることで、乳幼児の施設⼊所の必要性が低下し、施設から家

庭養護への移⾏を可能としたモデルの⼀つといえる。

県唯一の乳児院が乳幼児総合支援センターへ発展：どのように実現したのか（２）
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デンマークの高機能乳幼児施設について
バウスヴェア観察ホーム（2015年3月23日訪問調査）

• 1932年コペンハーゲン郊外に設⽴された。1950年代には同様の施設がシェトランド島だけで40箇所
ほどあったが、この時点で残っていたのはここを含めて2カ所。

• 個別ケア⽔準の向上をつづけ、家庭養護委託を順調に進めるためのアセスメントや移⾏準備、また親
⼦同時⼊所によるアセスメント等、現場のニーズに応えるサービスを提供し続けることでこの形に
なった。

• ⾮常に⾼額の費⽤を要するため各⾃治体が委託を躊躇されたり、短期間での委託とされたり、また求
められる成果の⽔準も⾼い。
1⽇⼀⼈3200DKK（当時のレートでおよそ64000円）1か⽉190万円

• 施設⻑によれば、⼦どもにとっては⾮常に有⽤な施設であり、様々な選択肢の⼀つとしてぜひ残した
いが、財政的にいつまで続けられるか不明とのことだった。

• ⼊所という形で⼦どもにとって最善のケアを提供することも可能かもしれないが、現実的にはそれを
⽀える⾼額の費⽤が継続して⽀出される保証はない。⼀般的に施設に⽐べて費⽤が低く抑えられる家
庭養育でどの⽔準までのケアが可能かが問われていた（家庭養育先⾏国の取り組み）。たとえば、デ
ンマークでも親⼦同時⼊所は専⾨の⾥親での実施が（2015年当時）増えてきたとのことであった。

参考１
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※２０１６年英国NGOのLUMOSの日本関係者向け研修
で提示された英国の状況を示す図をもとに上鹿渡が作成

参考２

「子どもの家庭養育のコスト
構造に関する調査報告書」

日本財団 2018年

※三菱UFJリサーチ＆コンサルティングへ委託して実施
https://nf-kodomokatei.jp/repolist/180606.html
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